
柿木地区産業団地整備 地元説明会

日時：平成２９年５月２８日（日）

午後６時００分から

会場：柿木公民館 ホール

担当：草加市都市整備部都市計画課

柿木地区企業誘致推進室



第四次総合振興計画

将来都市構造は、本市が、めざす都市としての独
自性をもちつつ、市内の均衡ある発展をめざすた
めに、人々の活動舞台となる「核や拠点」、都市
の骨格となる「軸やネットワーク」、土地利用の
枠組みとなる「ゾーン」の３つの要素から構成し
ます。

（１）核や拠点の形成

（２）軸やネットワークの形成

（３）計画的な土地利用の誘致

１.上位計画等の位置付け

◎企業誘致推進エリア
東埼玉道路周辺の一団を、企業誘致推進エリア

と位置づけ、自然環境や周辺環境と調和した企業
誘致による計画的な土地利用を図り、雇用の創出
や地域経済の活性化などに取り組みます。
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将来都市構造図将来都市構造図

引用：第四次草加市総合振興計画



企業誘致推進地区での自然環境と調和のとれた景観の
創出

改定都市計画マスタープランでの位置付け

企業誘致の促進や自然環境との調和がとれた土地利用の
促進及び企業誘致に伴う必要な規模での市街化区域への編
入

参考：まちづくりの基本となる計画
草加市都市計画マスタープラン2017-2035

１.上位計画の位置付け
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風景
１

土地
１

土地
2

そうか公園の北西部でのスポーツ機能の立地

土地
3

東埼玉道路沿道や青柳八丁目の一部での環境に留意した
一定規模の産業立地の許容及び青柳八丁目の一部やそうか
公園の北部及び南部での必要な規模の社会福祉施設の立地
許容

土地
4

土地
5

土地
6

既存集落地区での自然や田園風景と調和した住環境・農
業環境の維持・保全

自然環境の保全や、河川環境をいかした運動施設、自然
とのふれあいの場の整備

豊かな自然環境や田園風景の保全や、企業誘致推進地区
での自然環境と調和計画的な土地利用



２.都市計画等の手続き

農地法適用除外 市街化編入の手続き

農地法（第一種農地） 都市計画法第５条

農地転用原則不許可 市街化調整区域

事業の実現手法
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原則、
土地利用不可

計画区域内の制限



２.都市計画等の手続き

• 市街化調整区域から市街化区域に編
入します。区域区分

• 工業地域を予定しています。用途地域

• 火災による延焼を抑制し、災害時に
強い建物の建築を促進します。準防火指定

• 周辺環境に配慮したまちづくり・土
地利用のルールを設けます。地区計画
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２.都市計画等の手続き

◎地区計画とは

地区ごとにまちづくりを進めるためのルールです。地区内で行わ
れる建築・開発行為等を地区計画の内容に沿って規制・誘導するこ
とで、目標とするまちづくりの実現を図ることができます。

◎地区計画で定めるもの

・道路や公園等の配置

・建築物等の用途の制限

・敷地面積の最低限度

・壁面の位置の制限

・建築物等の高さ制限

・敷地の緑化率等
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• 測量・試掘調査等

• 造成工事及び土地
分譲の手続

• 企業誘致に関する
取組

• 土地利用・都市計
画に係る手続

• 地元との調整

• 関係権利者の方々
との交渉

３.企業局・草加市の役割について
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４.産業団地イメージパース

南側から北側を望む
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４.産業団地イメージパース

北側から南側を望む
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４.産業団地イメージパース

北側調整池の様子
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５.事業計画場所について
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６.土地利用平面図
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７.事業の変遷

■ 昭和３７年度～平成１８年度 造成事業
草加工業団地をスタートに３２団地、１，９２１haを整備

■ 平成１９年度～産業団地整備事業

○「田園都市産業ゾーン基本方針」等に基づき圏央道沿線等で事業展開
６地区・１４７haを整備完了（圏央道沿線地域）

○平成２５年度から圏央道以北地域等においても整備
現在、加須IC東地区、寄居スマートIC西地区で事業中

○平成２９年度から草加柿木地区において事業開始
現在、都市計画手続き、企業誘致の準備中

企業局産業団地整備事業
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７.事業の変遷
平成19年度以降に整備した団地の状況と経済効果等

No. 団地名 エリア 年度 面積
(ha)

立地企業 雇用人数
※1

経済効果
(億円)※2

1 川越第二

圏央道

H19～21 19.3 7社 740人 710

2 菖蒲南部 H19～21 18.9 5社 520人 350

3 騎西城南 H20～22 19.6 6社 450人 490

4 白岡西部 H22～25 15.7 5社 1,440人 450

5 幸手中央 H23～27 47.3 11社 1,480人 1,260

6 杉戸屏風深輪 H24～28 23.8 分譲中

計 144.6 41社 4,630人 3,260

7 加須IC東 以北 H27～29 17.7
事業中

8 寄居SIC西 以北 H28～30 14.1

計 31.8

合計 176.4

※1 雇用人数は計画ベース
※2 経済効果は推計
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７.事業の変遷
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８.事業概要について

◎事業名
柿木地区産業団地整備事業

◎整備面積
１９．４ｈａ

◎事業年度（予定）
平成２９年度から
平成３１年度まで

（事業完了後、民間企業に引渡します）

◎事業主体
埼玉県企業局

当該地区

位置図

当該地区
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８.事業概要について

企業局産業団地は地元市町村との共同事業

■ 地元草加市の熱意ある取組

○ 総合振興計画等へ産業系土地利用の位置付け

○ 企業立地ニーズの把握

○ 都市計画・農林協議資料等の作成

○ 地権者様からの同意取りまとめ
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９.草加柿木地区産業団地
草加柿木地区の魅力

• 市街化近接

• 国道・県道・幹線道路周辺■土地利用調整

• 東京外環状自動車道インターチェンジ、東埼玉道路付近

• 柿木浄水場の工業用水使用■既存インフラ

• 工業用水を活用する食品企業が関心■企業立地見込み

• 地元草加市の熱意、地元関係者のご理解■地元調整
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９.草加柿木地区産業団地
優良企業の立地可能性

■ 工業用水等のインフラを活用する食品企業等を誘致していく予定です
■ 現在、複数の食品企業から関心をいただいています。
■ 今後、産業団地に必要なインフラ等を確認するため、

意見交換を希望する企業向けの「エントリー募集」を検討しております。

【参考】
企業が立地において重視するポイント

・ 雇用の確保が見込める
・ 工業用水等のインフラ利用が可能
・ 敷地の形状（正方形に近い）
・ 交通アクセスが良い
・ 税制等の優遇措置がある

草加柿木地区産業団地は要件をクリアー！
埼玉県マスコット「コバトン」
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１０.今後のスケジュール

Ｈ２８Ｈ２８ Ｈ２９Ｈ２９ Ｈ３０Ｈ３０ Ｈ３１Ｈ３１ Ｈ３２Ｈ３２

造成工事

都市計画
手続

関係機関協議

合意書
取得

民間企業による
建築工事開発手続

用地売買
契約
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最後に

 企業誘致につきまして、ご理解とご協力をよろしく

お願いいたします。

 ご清聴ありがとうございました。
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